





① 1953 (昭和28) 年 社会福祉事業法の時代
② 1976 (昭和51) 年 措置制度の時代
③ 2000 (平成12) 年 契約制度の時代
このような３つの段階における第１期として①は, 1951 (昭和26) 年３月に社会福祉事
業法が成立し, それによって, 1953年３月に厚生省 (現・厚生労働省) が通知した社乙発
第32号 ｢社会福祉法人の会計について｣ が発出されたものである｡ また, 第２期である②
は, 1976年１月, 厚生省通知社施第25号 ｢社会福祉施設を経営する社会福祉法人の経理規
定準則の制定について｣ であり, 本規定は社会福祉法人の本格的な会計基準として体系化
され, 24年間という長きにわたり適用されてきた｡ 第３期である③は, 社会福祉基礎構造
改革が検討され, 介護保険法が施行されたりすることで, 社会福祉法人の会計制度も一新
されることになった｡ 2000年２月, 厚労省通知社援施第310号 ｢社会福祉法人会計基準の











吉 田 正 人
 松倉達夫 ｢社会福祉法の時代の社会福祉法人の会計｣ 『環境と経営』 (静岡産業大学) 第７巻第１号, 2001年
４月, 34‒35ページ｡
松倉達夫 ｢社会福祉法人の会計｣ 杉山学・鈴木豊編著 『非営利組織体の会計』 中央経済社, 2002年, 59‒61ペー
ジ｡
齋藤真哉 ｢『社会福祉法人会計基準』 の課題｣ 『青山経営論集』 (青山学院大学) 第36巻第１号, 2001年７月,
42‒44ページ｡










明治時代, わが国ではまだ ｢社会福祉｣ という用語は使われず, ｢社会事業｣ としてい








してしまった｡ 生活困窮者は当然, 相互扶助だけでは生きてゆくことはできなかった｡ 当
時, 日本は欧米列強の植民地を免れるために国家の近代化を早急に実現させなければなら
ず, 社会福祉に国力を割く余裕はなかった｡
しかし, 1873 (明治６) 年に内務省が設置されてから公的な救済制度としては恤救規則
が1874 (明治７) 年に制定された｡ この規則では, 生活困窮者に対する救済は相互扶助が
前提であるが, 親族等, 身寄りのいない者に対して, やむをえない事情のある場合には,
わずかな米代が支給されるというものであった｡ 国の恩恵による本規則は年齢の条件があっ
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 井出健二郎 ｢社会福祉法人における経営分析 (上) ―社会福祉法人会計制度の考察―｣ 『和光経済』 (和光大
学) 第38巻第１号, 2005年11月, 55ページ｡
 本節は, 以下の文献を基にしている｡
守永誠治著 『非営利組織体会計の研究』 慶應通信, 1989年, 165‒171ページ｡
守永誠治著 『社会福祉法人の会計』 税務経理協会, 1991年, 3‒10ページ｡
須賀和彦著 『現代社会と福祉』 福村出版, 1997年, 52‒60ページ｡
宮脇源次 ｢日本社会福祉の歴史｣ 宮脇・森井利夫・瓜巣一美・豊福義彦共著 『社会福祉入門 (第５版)』 ミネ
ルヴァ書房, 2001年, 54‒71ページ｡
西尾祐吾 ｢社会福祉の新しい理念―社会福祉基礎構造改革をめぐって―｣ 西尾・塚口伍喜夫編著 『社会福祉
の動向と課題―社会福祉の新しい視座を求めて―』 中央法規出版, 2002年, 12‒27ページ｡
一番ヶ瀬康子・伊藤隆二監修 『現代の社会福祉 (三訂版)』 一橋出版, 2003年, 44‒70ページ｡
三浦文夫 ｢社会保障・社会福祉の基礎知識―社会保障・社会福祉のしくみと考え方・将来像―｣ 三浦編著
『福祉サービスの基礎知識 (改訂新版)』 自由国民社, 2008年, 14‒47ページ｡















































































1920 (大正９) 年, 内務省に社会局が設置され, 慈善事業に代わり社会事業という用語
が用いられるようになり, 貧困の予防対策として貧困についてのリサーチが行われるよう
になった｡

















































出所：一番ヶ瀬康子・伊藤隆二監修 『現代の社会福祉 (三訂版)』 一橋出版, 2003年, 54, 61, 68ページを加工している｡
 戦後の社会福祉
1941 (昭和16) 年, 太平洋戦争が始まり, 1945 (昭和20) 年にその終結を迎えることで,
戦後の社会福祉が発展することになる｡ 敗戦国日本は連合国, 特にアメリカ主力の下,
GHQ 指令によって, 生活保護制度新設, 公的扶助の無差別平等の強化を求めて, これま
での軍国主義的福祉制度を清算させた｡ GHQ は日本国憲法草案を作成し, 草案により
｢社会福祉｣ という言葉が用いられ, 1946 (昭和21) 年に発布された日本国憲法のなかで
も同様に使われるようになった｡ それは憲法25条における生存権の規定においてである｡
すなわちそれは, ｢すべて国民は, 健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する｡
国は, すべての生活部面について, 社会福祉, 社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努
めなければならない｡｣ となっている｡ この生存権を憲法に規定したことにより, 社会福
祉の発展がみられるようになった｡
戦後, 国民は劣悪な環境に置かれ, 社会は混乱し, 多くの者は衣・食・住に困窮してい






済のために, 厚生省は ｢生活困窮者緊急生活援護要綱｣ を実施した｡ これにより, 単なる
失業者も無差別平等に救済対象となった｡ 1946 (昭和21) 年には生活保護法が成立した｡








1949 (昭和24) 年に成立した身体障害者福祉法に適用されたのは, 戦争によって身体障
害者になった者が大部分であった｡ 18歳以上であり, 身体障害者手帳を交付されている者
が対象となる｡
また, 1951 (昭和26) 年には, 社会福祉事業法が制定された｡ 同法は社会福祉事業全般
についての規定である｡ 社会福祉事業を公明かつ適正に行い, 事業の種類や組織, 事業経
営等を定めた法律である｡ 戦前の社会事業法からの改正ではあっても戦後の新憲法に準拠
して社会福祉の状況を踏まえており, 社会福祉協議会, 福祉事務所, 社会福祉法人の制度
が規定された｡ 同法の第２条によると社会福祉事業は第１種社会福祉事業と第２種社会福
祉事業に分類されている｡ 第１種社会福祉事業は公共性が高い事業で, 経営主体は国, 地
方公共団体または社会福祉法人を原則とし, その他の者が経営をする場合には, 都道府県
知事の許可を受ける必要がある｡ 入所施設サービスを主とする事業である｡ 第２種社会福













1950 (昭和25) 年に社会保障制度審議会より民間社会事業の組織的発展を図り, その公共
性をもたせるために特別法人制度を確立するように勧告があり, 1951年, 社会福祉事業法
が施行されたのである｡ これにより民法法人たる財団法人・社団法人とは別に特別法人と










るよう指導されたいと述べている(７)｡ 次に ｢社会福祉法人会計要領｣ の規定の全文を掲載
する(８)｡
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 守永 (1989年), 同上書, 169‒170ページ｡
守永 (1991年), 同上書, ８ページ｡
 戦災者に対する救済が福祉三法であったのに対し, 福祉六法はより救済対象者を拡大している｡ そのため,
これまでの三法に加え, ①1960年, 精神薄弱者福祉法 (1998年に知的障害者福祉法に改正), ②1963年, 老人
福祉法, ③1964年, 母子福祉法 (1981年に母子及び寡婦福祉法に改正) の三法が制定された｡
 福祉関係八法の改正とは, それまでの社会福祉の在り方を見直したことによる｡ 福祉関係三審議会合同企画
分科会では, ｢今後の社会福祉の在り方について｣ という意見具申があり, 社会福祉改革の機運が高まった｡
また, 高齢者福祉を充実させ, 福祉施設中心から在宅ケアへと移行し, 自宅での自立支援が目標となった｡
そのために高齢者福祉に対して, ｢高齢者保険福祉推進10カ年戦略｣ (ゴールドプラン) が策定された｡














１ 第一の記録を行うため, 法人は, 総ての取引を収入及び支出若しくは借方及び貸方に仕




２ 第一の計算を行うため, 法人は, 総ての取引を勘定科目の種類別に分類して整理計算す













 さらに前文には, ｢児童福祉施設を経営する社会福祉法人が, もしこの要領を採用しようとする場合において
も, 『児童福祉施設の財務事務の取扱について』 (昭和24年２月23日児発第128号) 通知に定める事項について
は, なお同通知が適用されるものであるから念のため申し添える｡｣ 旨の説明がある｡ すなわち, 当時には既
に児童福祉施設に関しての会計の通知が存在していたことになる｡ その後, 1954 (昭和29) 年５月10日児発
第231号 ｢私立児童福祉施設の財務事務の取扱について｣ によって改訂されている (現在は失効)｡ しかし,





 別表第１とは, 貸借対照表および収支計算書の各項目の記載事項を示している｡ それは収容施設等を経営す
る事業および授産施設・収益事業に区別されている｡ 付表を参照されたい｡
 別表第２とは, 貸借対照表および収支計算書の各勘定科目を示している｡ 付表を参照されたい｡
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第六 特別会計









収益事業として, 生産又は加工の業務を営む法人は, これについて業務の態様, 経営規模
などの実情に適するような原価計算を行うこと｡
第八 決算及び財務諸表














１ 法人は, 第八及び第九に掲げる収支計算書及び貸借対照表を, 財産目録並びに事業報告
書と共に永久に保存すること｡
２ 法人は, 次に掲げる帳簿書類を整備し, 十年間これを保存すること｡
 第三, 第四, 第六及び第七の帳簿並びに取引に関して作成されたその他の種類｡
 取引に関して相手方から受け取り又は自己の作成した契約書, 注文書, 送り状, 領収













らかである｡ 第３項は主要簿, 第４項は棚卸表の帳簿に関する規定である｡ 第５項では,
減価償却を認める規定がある｡ 第８項では, 財務諸表の種類が記述されている｡ 第11項の
特例は, ｢社会福祉法人会計要領｣ で正確な会計が行えない場合には, ｢企業会計原則｣ お
よび ｢財務諸表準則｣ に準拠することが認められるとしている｡
この特徴からいえることは, やはり ｢社会福祉法人会計要領｣ は, その制定された時代
背景を考慮しなければならないということであるといえよう｡ 社乙発第32号が通知されて
から, 23年後の1976 (昭和51) 年に社施第25号 ｢社会福祉施設を経営する社会福祉法人の
経理規定準則の制定について｣ (各都道府県知事・指定都市市長あて, 厚生省社会局長・
児童家庭局長連名) が通知されるまで, 社会福祉法人は ｢社会福祉法人会計要領｣ を適用
していることになる｡ なぜ, 社施第25号が発出されたかというと, その前文(11)に ｢昭和28








は, まだ極めて少なかったというのが実情であり, 従って, そこでは, 会計の近代化も有
り得なかった｡











日本介護支援協会監修, 宮内忍・宮内眞木子編著 『社会福祉法人会計規則集 平成17年改訂版』 厚有出版,
2005年｡




混乱する社会状況のなか, ｢社会福祉法人会計要領｣ が公表されたのだが, その内容は
当時の社会状況をよく反映していると思われる｡ 同会計要領は企業会計活動と同根の発想
に基づくものともいえるし(14), 社会福祉法人の会計制度がそれほど重視されていなかった
結果ともいえよう(15)｡ なぜなら, ｢企業会計原則｣ が1949 (昭和24) 年７月に公表された
ことに鑑み, 営利組織体に適用される企業会計制度でさえ改善されたばかりであることか
ら(16), その４年後に公表された ｢社会福祉法人会計要領｣ は ｢企業会計原則｣ を模範とす
るしかなかったと思われる｡ そこには社会福祉法人が非営利組織体であるからといって独
自の規定を模索しようとするところまでは考えが及ばなかったであろう｡ その結果, 同会
計要領は, 減価償却を行うとしたり, ｢企業会計原則｣ に準拠することを認めたりしては
いるが, 同会計要領が求める財務諸表の種類をみると, 非営利組織の計算書類の体系――







本節においては, ｢社会福祉法人会計要領｣ 以降, 社会福祉制度の発展過程によって変
遷を来した社会福祉法人の会計制度について概括しておきたい｡ すなわち, 第２期および
第３期の時代の社会福祉法人会計制度を検討する｡
第２期は, 既に述べたように, 社施第25号の時代である｡ 措置制度は整備され, 社会福
祉施設に国が指導・監督をする｡ 会計基準は社施第25号の別紙となっており, ｢社会福祉
法人経理規定準則｣ (以下, ｢経理規定準則｣ と略称) という｡
第３期は, 社会福祉基礎構造改革の一環として, 措置制度から契約制度に移行したこと
により, それに対応した会計基準として, 2000 (平成12) 年, 社援第310号 ｢社会福祉法
人会計基準の制定について｣ (各都道府県知事・指定都市市長・中核市市長あて, 厚生省
大臣官房障害保健福祉部長, 社会・援護局長, 老人保健福祉局長, 児童家庭局長連名) が
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 社会福祉法人の会計の時代区分について, 詳しくは, 松倉 (2001年), 前掲稿, 33‒35ページを参照のこと｡
 松倉 (2002年), 杉山・鈴木編著, 前掲書, 60ページ｡
 高田京子 ｢社会福祉法人会計における損益計算の意義｣ 『人間福祉研究』 (田園調布学園大学) 第８号, 2006
年３月, 101ページ｡
 ｢社会福祉法人会計要領｣ によると ｢企業会計原則｣ と ｢財務諸表準則｣ に準拠することができるとしている｡
しかし, 企業会計の制度も戦前からその近代化の布石があったものの戦時下の影響が会計にも及ぶことにな
り, 時局を反映し, 経理統制令が公布されることになったのである｡ 会計規制近代化は戦後, 実現し, ｢企業
会計原則｣ 等が公表されるようになった｡ このような近代化の経緯は社会福祉の制度も企業会計の制度も戦
後, 著しく進展したといえよう｡ 会計規制の近代化に関しては, 久保田秀樹 ｢『会社経理統制令』 (一九四〇
年) の会計規制近代化上の意義｣ 『會計』 第174巻第５号, 2008年11月, 114‒125ページに詳しい｡
















領｣ と考え方が異なり, ｢経理規定準則｣ では ｢企業会計原則｣ に準拠することはない｡
また, 減価償却の手続も行われないことになる｡ 社会福祉法人は消費経済体であり, 企業
会計とは異なる独自の会計処理を規定する｡
｢社会福祉法人会計基準｣ が公表されるまでにいくつもの議論が重ねられた(17)｡ 少子・
高齢社会が到来し, 介護保険制度が導入され, 従来の行政から株式会社等, 民間の福祉経
営への参入といった多様化によって福祉サービスを利用する側が福祉施設を選択する時代
である｡ つまり, 福祉需要は増大・多様化が見込まれ, 社会福祉事業, 社会福祉法人, 措
置制度等, 社会福祉の共通基盤制度全体の改革取り組みが喫緊の課題となった｡ それには,
利用者の立場に立ち, 社会福祉法人は, 確実, 効果的かつ適正に社会福祉事業を行う必要
があり, 福祉サービスの質の向上および事業経営の透明性確保を図らなければならない
(社援第310号前文)(18)｡ そのため, 社会福祉法人は公益性を維持したうえで, 損益計算を
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 大原昌明 ｢社会福祉法人会計学構築のための覚え書｣ 『北星論集』 (北星学園大学) 第40号, 2001年９月, 58‒
63ページによると, 以下のような検討会が会計基準制定をめぐって議論された｡
① 厚生省 ｢施設整備業務等の再点検のための調査委員会報告書｣ 1997 (平成９) 年３月
② 社会福祉事業等の在り方に関する検討会 ｢社会福祉の基礎構造改革について (主要な論点)｣ 1997 (平成
９) 年11月
③ 中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会 ｢社会福祉基礎構造改革について (中間まとめ)｣ 1998 (平
成10) 年６月
④ 中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会 ｢社会福祉基礎構造改革を進めるに当たって (追加意見)｣
1998 (平成10) 年12月
⑤ 福祉サービスの質に関する検討会 ｢福祉サービスの質の向上に関する基本方針｣ 1999 (平成11) 年３月
⑥ 社会福祉法人の経営に関する検討会 ｢社会福祉法人会計の在り方 (基本方針) について｣ 1999 (平成11)
年４月
 社援第310号は, 以下の文献による｡
日本介護支援協会監修, 宮内忍・宮内眞木子編著 『社会福祉法人会計規則集 平成19年版』 文出版企画, 2007
年｡
採用し, 効率性が反映するよう経営努力をすることが必要となった｡ なお, 損益計算書に
該当する計算書類は, 事業活動収支計算書という｡ 措置制度と異なり, 利用者が直接, 社
会福祉事業者と契約することから, 利用制度ないしは契約制度と呼ばれる｡ 社会福祉基礎
構造改革とは, 福祉サービス利用者が自立し, 措置制度で国が決めるのとは異なり, 自分
で選択し, 契約することで, どこの施設に入所するか, 在宅サービスを選択するかという
本人の自己決定ができるようにする改革である｡

































































出所：本田親彦・渡部博共著 『[解説] 社会福祉法人会計基準』 全国社会福祉協議会, 2000年, 10ページを参考に加筆・修正｡




え方から始まり, 第２期で社会福祉法人独自の会計システムを考案し, 第３期でまた, 企
業会計方式へと戻ったことになる(19)｡ しかし, 企業会計方式を採用したとしても, 第１期
と第３期のその採用した根拠はまったく違う｡ ｢社会福祉法人会計要領｣ は急場しのぎで
つくられた会計基準という感が強く, 社会福祉法人の制度そのものができたばかりで実務
に浸透するほど現場も余裕はなかったと思われる｡ また, 本稿で検討したように, この会
計基準自体が問題を多分に含んでいた｡ では, ｢経理規定準則｣ は完全に ｢企業会計原則｣
に影響されていないかというと, そういうことでもない｡ 社施第25号は, 同時に社施第25
号の２も発出されており, 留意事項等が記載されている｡ その第１として, 会計処理上の
一般原則がある｡ それは, ｢企業会計原則｣ の一般原則における真実性の原則と明瞭性の
原則を組み合わせたような規定があり, ほかに正規の簿記の原則, 単一性の原則, 継続性
の原則を参考にしている｡ ｢社会福祉法人会計要領｣ では正規の簿記の原則だけであった
ので一般原則の影響は拡大したといえよう｡ さらに, 一般原則の影響に関しては, ｢社会
福祉法人会計基準｣ にも継続している｡ その第３条には, ｢企業会計原則｣ の一般原則に










































 齋藤, 前掲稿, 44ページ｡
 大原, 前掲稿, 67‒69ページ｡
吉田正人 ｢社会福祉法人会計制度における企業会計方式導入に関する一考察―社援第310号 『社会福祉法人会
計基準の制定について』 詳論―｣ 『千葉商大論叢』 第45巻第２号, 2007年９月, 170‒172ページ｡
社会福祉ニーズに応じて, 公的資金が益々多額に準備されるとは表現もされていないし, 残
念乍ら, 中央政府, 地方政府の財政の窮乏化を, 民間の各社会福祉法人等に期待して益々
の努力を要請しているように受け止められる｣(21)という批判もなされる｡ また, ｢社会福祉法








問題である(24)｡ さらに, 契約制度になり競争原理が働くことによって, サービスの質向上




前節において点描した ｢社会福祉法人会計基準｣ の問題点は, 社会福祉法人の会計に企
業会計方式を導入し, 企業会計に調和させることで一元化に向かうか, もしくは企業会計
とは異なる社会福祉法人の独自の会計制度にするかによって生起する問題であるといえよ




勢であるといってよい(27)｡ わが国でも2004 (平成16) 年に公益法人等の指導監督等に関す




 松倉 (2001年), 前掲稿, 41ページ｡
 須藤芳正, 斎藤観之助, 荒谷眞由美, 田中伸代, 谷光透 ｢社会福祉法人会計システムに関する一考察―その
理論と実践―｣ 『川崎医療福祉学会誌』 (川崎医療福祉大学) 第15巻第２号, 2006年, 486‒489ページ｡
 高田, 前掲稿, 104‒106ページ｡
 齋藤, 前掲稿, 46, 53‒54ページ｡
 梅澤嘉一郎 ｢社会福祉法人会計の企業会計への調和の動向と利用者サービスへの影響｣ 『川村学園女子大学研
究紀要』 第14巻第２号, 2003年３月, 125‒126ページ｡
 同上稿, 117‒120, 128 (脚注２), 129 (脚注８) ページ｡
 井出健二郎 ｢国際会計基準の動向と今後の課題―非営利組織に適用可能な国際会計基準研究の開拓と国際会
計教育の展開とに言及して―｣ 『和光経済』 第37巻第１号, 2004年１月, 53‒54ページ｡
	 加古宜士 ｢新公益法人会計基準の特徴と課題｣ 『企業会計』 第57巻第２号, 2005年２月, 18‒23ページを参照
されたい｡














会計基準は, 『大規模施設用会計基準』 と 『小規模施設用会計基準― (従来の経理規定準
則が最適) ―』 の２本建てによる事が最も望ましいのではなかろうか｡｣
｢経理規定準則｣ が最適かどうかは考察が必要であるが, 大規模・小規模による適用基







た経緯や考え方, 会計処理方法は異なる｡ しかし, わが国の企業会計の基準が大会社向け






 守永 (1989年), 前掲書, 10‒11ページ｡
須藤, 斎藤, 荒谷, 田中, 谷光, 前掲稿, 485‒486ページ｡
 吉田, 前掲稿, 164‒165ページを参照されたい｡
 梅澤, 前掲稿, 128ページ｡
 松倉 (2001年), 前掲稿, 44ページ｡
 安藤英義氏は IFRS のアドプションに対し, 会社法上, 懸念があるとし, ｢一般に公正妥当と認められる企業
会計の慣行｣ は, １つではなく, 企業規模で異なりうるという解釈を頼りにする以外にないとされる｡ その
ため, ｢中小企業の会計に関する指針｣ が重要性を増している (安藤英義 ｢国際会計基準と会社法 『会計の原
則』 規定｣ 『産業経理』 第68巻第４号, 2009年１月, ３ページ)｡
 武田隆二 ｢中小会社会計指針の基礎的フレームワーク｣ 武田編著 『中小会社の会計指針』 中央経済社, 2006
年, 15‒17ページ｡
果は事業収入等の貨幣の尺度だけでなく, サービスの質のように貨幣の尺度以外の尺度に
よる成果が必要である｡ すなわち, 財務諸表外の情報も多く提供されるべきである｡ ｢財

















古庄 修 ｢財務報告の範囲とその境界に関する問題提起｣ 『経済系』 (関東学院大学) 第231集, 2007年４月,
9‒23ページ｡
古庄 修 ｢企業報告モデルの特徴と財務諸表外情報の位置―財務諸表との相互補完関係の形成をめぐる論点―｣
『経済集志』 (日本大学) 第78巻第３号, 2008年10月, 69‒76ページ｡


















未収金, 仮払金, 貸付金, 未払金, 仮受










建物, 備品, 土地, 借地権などそれぞれ
に適当な名称を付して区分し, それぞれ
その取引の年月日, 事由, 相手方, 数量

































産収入, 共同募金収入, 寄附金収入, 収














において, 役員手当, 職員給与, 職員厚
生費, 消耗品費, 旅費交通費, 通信費,
運搬費, 光熱水費, 修理費, 火災保険料,
地代, 家賃, 会議費, 減価償却費, 食糧
費, 衣料費, 保健衛生費, 医療費, 福利






































未収金, 仮払金, 貸付金, 未払金, 仮受














建物, 構築物, 機械装置, 車両運搬具,
工具器具, 備品, 土地特許権, 営業権,
借地権などそれぞれに適当な名称を付し
て区分しそれぞれその取引の年月日, 事



























































において, 役員手当, 職員給与, 職員厚
生費, 消耗品費, 旅費交通費, 通信費,
水道光熱費, 修理費, 火災保険料, 地代,
家賃, 会議費, 公租公課, 減価償却費,
外注加工費, 運搬費, 棚卸減耗費, 動力
費, 広告宣伝費, 貸倒損失, 作業員工賃,
福利費, 支払金利, 接待交際費, 関係団
体経費, 雑費などにそれぞれ適当な名称
を付して区分し, それぞれその取引の年





















































































































(教育費) 教育費 学校教育に要する支出を記録し, 必要あるとき
は, 学校費, 教材費等区分して科目を設けるこ
と｡














基準は, ①が ｢社会福祉法人会計要領｣, ②が ｢経理規定準則｣, ③が ｢社会福祉法人会計
基準｣ である｡ 福祉に係る会計基準は, ②および③を主体に研究されることが多いが, ①
の ｢社会福祉法人会計要領｣ が俎上に載ることは少ない｡ それゆえ, 本稿は同会計要領を
主体に現在の社会福祉法人の会計基準までの史的特性を検討し, 会計の一元化に関しても
論及している｡
｢社会福祉法人会計要領｣ では, 特に減価償却を認めていること, ｢企業会計原則｣ を適
用することも認めていることが特徴である｡ その後, 公表された ｢経理規定準則｣ では減
価償却を行わない等, 企業会計とは異なる独自の会計基準を設定し, 現行制度の ｢社会福




いう場合には, 財務諸表だけでなく, 財務諸表外情報も必要になってくることから, 社会






なる｡ ②は, 事業収入のように成果計算をすること以外の情報, すなわち, 貨幣による評
価とは異なる福祉サービスの質のような情報が有用な情報になると思われる｡





企 業 会 計 社会福祉法人会計
① 事業体の
規模
｢会社法｣ と ｢中小企業
の会計に関する指針｣
｢社会福祉法人会計基準｣
と ｢経理規定準則｣
② 外延的な
財務情報の
拡充
財務諸表外情報としてディ
スクロージャーの拡充
福祉サービスの質等, 財務
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